



れら課題解決の担い手として、 社会的企業 が注目されている。社会的企業は ソーシャ




















） は 年に“ ”を出版したが、邦訳では 社会
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とを ソーシャルビジネス（ ）） と呼び、このような事業を本来業務とし
て営む事業体を 社会的企業（ ）、その創業者を 社会企業家（
） と呼ぶが、国内メディアに 社会企業家 が姿を見せたのは 年前後で
あった ）。
また、 年 月に発足した民主党の鳩山内閣での所信表明演説において、 新しい公
共 という概念が示され、内閣府に 新しい公共 推進会議 が 年 月に第 回会議
が開催されている。
ところで、経済産業省がソーシャル・ビジネス ）を報告書として最初にまとめたのは
年（平成 年） 月の ソーシャルビジネス研究会報告書 ある。これは谷本寛治氏を











に行う企業等が見られたが、近年、 社会的企業家 社会的起業家 ソーシャルビジネ































の起源も諸説あるが、藤井（ ）は 年、 は日本ではまだ広く知られて
なかったが、ヨーロッパでは大きなうねりとなっていた ） とする。日本では経済同友会が
年 経営者の社会的責任の自覚と実践 として提言されたのが最初としているが、経済
同友会自身も第 回企業白書 市場の進化と社会的責任経営 を出した 年が日本におけ
る 元年 だとしている ）。


































































業の や について図示したものが図 である。
横軸は経済性か社会性かを、縦軸は自利か他利かを示しており、ユヌスが示したソーシャ
ル・ビジネスは他者の利益に専念するための組織であるので第 象限に、一方、利潤最大化
を追及する企業はそれとは対極の第 象限に描いている。ただし、企業の や は









































































回答企業の業種・業態を見ると、 自社製品を持つ製造業 が ％、 下請製造業 が
％、 卸・物流業 が ％、 小売業 が ％、 その他 が ％となっている。ま
た従業員数をみると、 人 が ％、 人 が ％、 人 が ％、
人 が ％、 人 が ％、 人 が ％、 人 が


































































法的責任面 環境面 地域・社会面 人






くり の ％、 定年後の再雇用制度の実施











次に、本業の売上増に貢献した取り組みについて聞いたところ、 何もない が ％で
最も多く、これら活動は売上に結びつけるのは難しいようである。売上に貢献した取り組み
としては、 従業員満足、働きやすい職場づくり が ％、 定年後の再雇用制度の実施
が ％と雇用面の項目で多くなっている（図 ）。
活動を進めていく上で支障となっている点を 法的責任面 環境面 地域・社会
面 人権・労働面 に分けて聞いたところ図 のようになった。これを見ると、法的責任
面では 特になし とする企業が ％と半数以上を占めており、法令や社会規則の順守は
当たり前 と捉えている企業が多いことが考えられる。一方、環境面では、 取組の費用
負担が大きい が ％、 事業への効果が把握しにくい が ％などとなっているほか、
地域・社会面 では 地域・社会への効果が把握しにくい が ％、 人的・時間的余
裕がない が ％となっている。また、 人権・労働面 では 特になし が最も多く

























































































し、その 活動について分析する。まず、 類型の下請企業の概要を見たものが表 で
ある。今回、下請企業を分類するに当たり、親企業との間の価格決定権を見て 当社の意向
で決定される 下請企業を自律型下請企業、 当社の意向がある程度反映される 下請企業
を自立型下請企業、 ほとんど決定権はない や 全く決定権はない 下請企業を下請企業




























































施していると言えるものが、 従業員満足、働きやすい職場作り や 障がい者雇用の実
施 と、いわゆる 社会性 に関する項目が挙がっていたものの、それ以外の項目では顕著
な差は見られなかった（表 ）。
次に 活動の実施理由についてみると、 社会の一員として最低限のことをすべきだか
ら にいずれの類型の下請企業も高い割合で回答しており、 企業市民 として高い自覚を
持っていることがわかる。そのことは 社会の公器として積極的に貢献すべきだから への
回答もいずれの類型の下請企業も高い割合で回答したことにも示されている。また、 取引
先から取引条件として求められるから にも自律型下請企業で 社（ ％）、自立型下請企
業で 社（ ％）、下請企業で 社となっており、技術力のある自律型下請企業に対して
取引条件の つに含めようとしている動きが感じられる（表 ）。
一方、 日本のソーシャル・ビジネスで見たように、日本のソーシャル・ビジネスの
要件として革新性が求められるが、 新規事業につながるから の項目に 当てはまる と

















































































回答した企業は自律型下請企業でも 社しか見られず、 当てはまらない と回答した企業
が 社（ ％）であった。また、 業績アップにつながるから の質問に対しても自律型



















































では自立型下請企業で約 割が肯定的だったが、自律型下請企業では 社（ ％）しか見
られなかった。また、 多くの販売先、顧客が地元だから はいずれの下請企業もほとんど
が あてはまらない と回答している。中小企業白書では地元で 顔の見える信頼関係 を
活用しながら、地域の課題解決を自らの事業として取り組み、持続的な事業活動をしていく






























































































なりの評価をしてくれている を見ると、自立型下請企業の中に 多いに当てはまる と回
答した企業が 社（ ％）、 ほぼ当てはまる が 社（ ％）見られたが、自律型下請
企業では どちらともいえない が ％であった（表 ）。また、 仕入先に 活動をし
ている企業がいれば 自立型下請企業で 積極的に取引する が 社（ ％）、 価格次第
で取引する が 社（ ％）、自律型下請企業では 価格次第で取引する が 社
（ ％）見られたものの、大半は 仕入先の 活動の有無は取引には全く関係ない
であった（表 ）。
このことから、 つめの仮説である 自律型中小企業の とユーザーや消費者の関係

































ところで、今回の の取組は、大きく 法的責任面 環境面 地域・社会面 人
権・労働面 などのテーマ別に分けたが、 インターンシップやトライアル生の受入 や
学校や 等への寄付 などのように社外に向けての取組と、 従業員満足、働きやす
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